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就職氷河期世代等の支援について

資料１



骨太方針2019：３年間（2020～22年度）の集中支援を行う「就職氷河期世代支援プログラム」を創設。
現状よりも良い処遇、そもそも働くことや社会参加を促す中で、同世代の中心層の正規雇用者を
30万人増やすことを目指す。

支援対象：バブル崩壊後の雇用環境が厳しい時期（※１）に就職活動を行ったため、今もなお、不本意ながら不安定な仕事に
就いている、長期にわたり無業の状態にあるなどの課題に直面している者。

気運醸成のため「就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォーム」(議長：大臣(※２))を開催（毎年度）。

骨太方針2022：２年間（2023～24年度）を「第二ステージ」と位置づけ。施策の見直しを行い、より効果的な
支援に取り組む。

骨太方針2024：就職氷河期世代の就労支援は、５年間の集中的取組により、一定の成果を挙げている。
来年度以降、就職氷河期世代への支援は、中高年層に向けた施策を通じて、相談、リ・スキリング
から就職、定着までを切れ目なく効果的に支援するとともに、地方自治体と連携し、
個々人の状況に合わせ、就労に向けたリ・スキリングを含む幅広い社会参加支援を行う。

第２ステージ終了に当たり、新たに閣僚会議を立ち上げ、基本的な枠組みを決定。

第１回閣僚会議（2025年４月25日）：「就職氷河期世代等支援に関する関係閣僚会議」（議長：総理）を設置。
第２回閣僚会議（2025年６月３日）：支援の方向性をとりまとめた「基本的な枠組み」を決定。

枠組みの支援対象：就職氷河期世代について、その周辺の世代と合わせ、個々人のニーズに応じたきめ細かい支援を効果的に実施。

骨太方針2025：「就職氷河期世代等支援に関する関係閣僚会議」で決定した基本的な枠組みに基づき、
リ・スキリング支援の充実等の「就労・処遇改善に向けた支援」、居場所づくり等の「社会参加
に向けた段階的支援」及び家計改善・資産形成の支援等の「高齢期を見据えた支援」の３本柱に
沿って、従前からの取組を強化する。
今後、詳細な実態や施策ニーズに関する調査を行うとともに、「就職氷河期世代支援の推進に向
けた全国プラットフォーム」での検討を経て、2025年度内を目途に、ＫＰＩを含む新たな就職氷
河期世代等支援プログラムをとりまとめ、その当事者、家族、支援関係者等への広報を強化する。

就職氷河期世代等支援の経緯

1※１ 概ね1993～2004年。 ※２ 共生社会担当大臣兼内閣府特命担当大臣（共生・共助）。



新たな就職氷河期世代等支援プログラムの基本的な枠組みについて

１．就労・処遇改善に向けた支援 ２．社会参加に向けた段階的支援 ３．高齢期を見据えた支援

３本柱の取組を支える実態調査・広報プロモーション

①相談対応等の伴走支援
ハローワーク専門窓口で、賃金が上昇する
転職・処遇改善に資する訓練情報を提供（新規）

②リ・スキリングの支援
• 非正規雇用労働者等を対象とするオンライン

訓練の全国展開（拡充）
• 資格やスキル標準と結びつく教育訓練給付金

指定講座の拡大（拡充）
• 企業を通じたキャリア形成の支援（拡充）

③就労を受け入れる事業者の支援
• トライアル雇用助成金の充実（拡充）
• 特定求職者雇用開発助成金の充実（拡充）

④家族介護に直面する者の介護離職防止に
向けた支援

• 両立支援等助成金の充実（拡充）
• 地域の介護サービス提供体制の確保（継続）

⑤公務員採用・業種別の就労支援
• 国家公務員・地方公務員としての中途採用（継続）
• 教員としての中途採用（拡充）
• 農業・建設業・物流業における就労支援（拡充）

①社会とのつながり確保の支援
• ひきこもり支援の広域連携等を推進し、

相談支援を行う自治体を拡大（拡充）
• 氷河期等交付金における、居場所づくり

に取り組む自治体支援のメニュー化（新規）

②就労に困難を抱える者の職業的自立に
     向けた支援

地域若者サポートステーションにおける
地域の公認心理師等を活用した相談（拡充）

③柔軟な就労機会の確保
• 認定就労訓練事業（中間的就労※）の

積極活用（拡充）
• 氷河期等交付金における、中間的就労

の機会創出に取り組む自治体支援の
メニュー化（新規）

①家計改善・資産形成の支援
• 生活困窮者に対する家計改善支援（拡充）
• 金融経済教育推進機構による、中小企業や支援

団体と連携した金融経済教育の提供（拡充）

②希望に応じた高齢期の就業機会の確保
65歳超雇用推進助成金の充実（拡充）

③高齢期の所得保障
年金改正法案の早期成立を図り、

• 短時間労働者への被用者保険の適用拡大とともに、
任意の適用に取り組む事業所を支援（拡充）

• 社会経済情勢を見極め、基礎年金水準の低 下が見
込まれる場合には、基礎年金のマクロ経済スライド
を早期に終了するために必要な措置を講ずる（新規）

④住宅確保の支援
• 低廉な公営住宅の供給（継続）
• 高齢者が着実に入居できるセーフティネット

登録住宅の供給（拡充）
• 見守りや福祉サービスへのつなぎが提供される

居住サポート住宅制度の創設・普及（新規）

①実態調査 性別、有業/無業、雇用形態等の属性別に細分化した追加インタビュー調査の実施（拡充）
ソーシャルリスニング方式（※）を取り入れた調査等を通じた継続的な当事者のニーズ調査の実施（新規）

②周知広報 プッシュ型による情報提供の展開（拡充）
新ポータルサイトの立ち上げと合わせた広報の強化（新規）

※中間的就労
すぐに一般企業で働くことが難しい者が、
個々人の能力や適性、状況に応じて支援を
受けながら柔軟に働くこと。

※SNS等で発信されている意見を収集、分析し、ニーズや課題感のトレンドを把握する方法

～生まれた時代で不遇も不公平もない国へ！～

2025年６月３日 就職氷河期世代等支援に関する関係閣僚会議
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・ひきこもり支援 自治体に窓口を設置し、NPOを通じた相談支援や居場所づくりを実施 実施自治体 81 → 340

・就労のための準備支援 相談や居場所づくり、職業体験や就労体験等を行う自治体の支援 社会参加者数 25,710人
就労に困難を抱える者に対し、職業的自立に向けた就労支援を実施 利用件数 2,397,340件
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2019年平均 （参考）2023年平均 2024年平均 増減（’19→’24）
正規雇用労働者 923万人 931万人 934万人 ＋11万人
役員 52万人 65万人 72万人 ＋20万人
自営等 101万人 105万人 106万人 ＋５万人
不本意非正規雇用労働者 46万人 37万人 35万人 －11万人
非労働力人口 210万人 180万人 174万人 －36万人

うち無業者 41 万人 43万人 44万人 ＋３万人

これまでの取組及び就業等の実態

※1 延べ人数。 ※2 2020～2022年時点で35～54歳、2023年時点で35～55歳、2024年時点で35～56歳、2025年時点で35～59歳の者を対象（2025年9月現在）。
※3 概ね39歳～54歳（2025年４月現在）。 ※4 就職氷河期世代を対象とした試験及び既存の経験者採用等のうち特定年齢の採用者の合計。
※5 ひきこもり支援推進事業実施自治体数（都道府県・指定都市を除く）。 ※６ 就職氷河期世代以外の実績を含む。 ※7 2019年時点で36～45歳、2024年時点で41～50歳の者を対象。
※8 正規雇用比率は、役員を除く雇用者に占める正規の職員・従業員の割合。 不本意非正規比率は、非正規の職員・従業員のうち、現職の雇用形態についている理由を「正規の職員・従業員の

仕事がないから」と回答した割合。 無業者比率は、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者（その世代の人口を分母として算出）。

・相談体制の整備 ハローワークにおける専門窓口の設置 正社員就職 630,778人

・非正規雇用の正規化 非正規雇用労働者を正社員転換した企業への助成 正社員転換 161,643人

就労やリ・スキリング等の支援を行う自治体の支援 正規雇用者数 15,647人
・公務員としての採用 国・自治体における採用 国家公務員 6,006人

地方公務員 18,601人

①正社員化支援
(2020.4～2025.9)

(2020.4～2025.9)

(2020.4～2024.3)

(2020.4～2025.3)

(2020.4～2025.3)

(2020～2025)

(2020.4～2025.3)

※5,6

※1,6

(出典）総務省「労働力調査」より作成。

※4

※1,2

※1,3

※1,3

※1,3

実績（就職氷河期世代の中心層の就業等の動向）

（参考） ・正規雇用比率 31～40歳：66.8%、41～50歳：71.2%、51～60歳：75.9%（2024年）
・不本意非正規比率 31～40歳：14.3%、41～50歳：10.8%、51～60歳：11.5%（2024年）
・無業者比率 31～40歳：2.7%、 41～50歳：2.5%、 51～60歳：3.7%  （2024年）

※７

※4

※8

②社会参加支援



不本意非正規雇用労働者の推移

①就労・処遇改善に向けた支援
②社会参加に向けた段階的支援

無業者の推移
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→氷河期世代の不本意非正規の割合は低下傾向
にあるが、全世代の平均と比べ依然として高い。

→氷河期世代の無業者割合は、10年前の同世代に比べ微増。
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→氷河期世代の賃金カーブは、それ以前の世代に比べ
増加が緩やか。

出生年代別の実質賃金カーブ（男性・実質賃金額）

（月額・千円）
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(出典）
・左上図、左下図は総務省「労働力調査」より作成。「非正規の職員・従業員」は、パート・アルバイト、労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員、嘱託、その他に該当する者。

「不本意非正規雇用労働者」は、非正規の職員・従業員のうち、現職の雇用形態（非正規）についた主な理由が「正規の職員・従業員の仕事がないから」と回答した者。「無業者」の定義は、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者。
・右上図は、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省「消費者物価指数」より作成。賃金額は、一般労働者のきまって支給される給与額を2020年基準消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で実質化。2020年の調査以降、統計方法の見直し

（データの復元倍率、短時間労働者の範囲等）があったことから、2006年の調査以降の数値については厚労省において2020年調査と同じ推計方法により集計された参考系列の数値を用いている。2001年の調査以前については、労働政策研究・研修機構
（JILPT）が提供する「賃金構造基本統計調査」のアーカイブデータを使用。

・右下図は内閣府「孤独・孤立の実態把握に関する全国調査（人々のつながりに関する基礎調査）」（令和６年）より作成。
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頼れる人がいない人の割合（2024年調査）

→頼れる人がいない人の割合は、40代～50代が上位。（％）

（年）
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③高齢期を見据えた支援
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（備考）
・左上図は金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」を基に作成。金融資産を保有する二人以上の世帯。

無回答を除くベースで割合を算出。
・右上図は内閣府「国民生活に関する世論調査（令和６年８月調査）」より作成。
・左下図は総務省「労働力調査（基本集計）」より作成。
・右下図は総務省「住宅・土地統計調査」より作成。単身高齢者世帯数は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将

来推計（全国推計）」（2024年推計）を使用。

金融資産保有額
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→高齢期を迎えても働き続けられる環境整備が課題。

→氷河期世代は金融資産が少ない人の割合が
過去の同世代に比べて高い。

→40～50代の単身世帯の持家率は20年前から徐々に低下。
高齢期の住宅確保が課題となる可能性。

単身世帯の持家率

※単身高齢者 2020年：738万人→2050年：1,084万人
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日常生活での悩みや不安（2024年８月調査）

→40～50代は悩みや不安を抱える割合が高い。

【日常生活での悩みや不安の具体的内容】

※「感じている」
「どちらかと言え
ば感じている」と
回答した者を対象

※複数回答

30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳
老後の生活設計
について

55.3 65.3 76.5 76.9

今後の収入や資産
の見通しについて

78.0 68.9 69.6 57.6
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		国民生活に関する世論調査（令和6年8月調査） | 世論調査 | 内閣府

		●日常生活での悩みや不安 ニチジョウセイカツ ナヤ フアン

				感じている		どちらかといえば感じている		どちらかといえば感じていない		感じていない		無回答

		30～39歳		38.1		41.3		12.7		4.2		3.7

		40～49歳		43.8		38.2		9.7		1.5		6.7

		50～59歳		40.1		42.7		11.6		2.3		3.4

		60～69歳		30.7		46.3		13.9		2.6		6.5

		●悩みや不安の内容（複数回答） ナヤ フアン ナイヨウ フクスウカイトウ

				老後の生活設計について		今後の収入や資産の見通しについて

		30～39歳		55.3		78.0

		40～49歳		65.3		68.9

		50～59歳		76.5		69.6

		60～69歳		76.9		57.6

						30～39歳		40～49歳		50～59歳		60～69歳

				老後の生活設計
について		55.3		65.3		76.5		76.9

				今後の収入や資産の見通しについて		78.0		68.9		69.6		57.6





感じている	

30～39歳	40～49歳	50～59歳	60～69歳	38.1	43.8	40.1	30.7	どちらかといえば感じている	

30～39歳	40～49歳	50～59歳	60～69歳	41.3	38.200000000000003	42.7	46.3	どちらかといえば感じていない	

30～39歳	40～49歳	50～59歳	60～69歳	12.7	9.6999999999999993	11.6	13.9	感じていない	

30～39歳	40～49歳	50～59歳	60～69歳	4.2	1.5	2.2999999999999998	2.6	無回答	30～39歳	40～49歳	50～59歳	60～69歳	3.7	6.7	3.4	6.5	







老後の生活設計について	

30～39歳	40～49歳	50～59歳	60～69歳	55.3	65.3	76.5	76.900000000000006	今後の収入や資産の見通しについて	

30～39歳	40～49歳	50～59歳	60～69歳	78	68.900000000000006	69.599999999999994	57.6	







https://survey.gov-online.go.jp/living/202412/r06/r06-life/

h13-1

		表13－１日常生活での悩みや不安

				該当者数		感じている（小計）		感じている		どちらかといえば感じている		感じていない（小計）		どちらかといえば感じていない		感じていない		無回答

				人		％		％		％		％		％		％		％

		総数		1,831		78.2		35.5		42.7		16.7		13.3		3.4		5.1

		〔都市規模〕

		大都市		513		77.6		36.6		40.9		17.5		14.4		3.1		4.9

		　東京都区部		118		79.7		41.5		38.1		16.9		13.6		3.4		3.4

		　政令指定都市		395		77		35.2		41.8		17.7		14.7		3		5.3

		中都市		763		78.6		35.4		43.3		16.5		13.1		3.4		4.8

		小都市		390		76.2		32.8		43.3		17.4		13.1		4.4		6.4

		町村		165		83		38.8		44.2		12.7		10.9		1.8		4.2

		〔性〕

		男性		832		76.2		32.3		43.9		18.5		13.6		4.9		5.3

		女性		999		79.9		38.1		41.7		15.1		13		2.1		5

		〔年齢〕

		18～29歳		145		76.6		38.6		37.9		18.6		13.8		4.8		4.8

		30～39歳		189		79.4		38.1		41.3		16.9		12.7		4.2		3.7

		40～49歳		267		82		43.8		38.2		11.2		9.7		1.5		6.7

		50～59歳		354		82.8		40.1		42.7		13.8		11.6		2.3		3.4

		60～69歳		309		77		30.7		46.3		16.5		13.9		2.6		6.5

		70歳以上		567		74.3		29.6		44.6		20.5		15.7		4.8		5.3





h14-1

		表14－１悩みや不安の内容

																																（日頃の生活の中で、悩みや不安を「感じている」、「どちらかといえば感じている」と答えた者に、複数回答）

				該当者数		自分の健康について		老後の生活設計について		今後の収入や資産の見通しについて		家族の健康について		現在の収入や資産について		進学、就職、結婚、子育てなど、家族の生活上の問題について		進学、就職、結婚、子育てなど、自分の生活上の問題について		家族・親族間の人間関係について		勤務先での仕事や人間関係について		近隣・地域との関係について		事業や家業の経営上の問題について		その他		無回答		計(M.T.)

				人		％		％		％		％		％		％		％		％		％		％		％		％		％		％

		総数		1,432		63.8		62.8		58		50.1		46.8		25		19.3		16.4		15.8		7.5		5.8		3.8		0.3		375.6

		〔都市規模〕

		大都市		398		65.1		61.6		63.3		52.5		47		28.4		21.1		12.8		17.3		5.8		5.5		2		0.3		382.7

		　東京都区部		94		61.7		64.9		67		48.9		51.1		28.7		24.5		11.7		17		6.4		5.3		5.3		-		392.6

		　政令指定都市		304		66.1		60.5		62.2		53.6		45.7		28.3		20.1		13.2		17.4		5.6		5.6		1		0.3		379.6

		中都市		600		61.5		63.7		56.3		49.8		47.7		24.8		19.7		17.2		13.7		6.7		7.5		5.3		0.3		374.2

		小都市		297		65		60.3		53.5		46.8		46.8		22.2		15.8		16.2		18.2		8.1		2.7		3.7		0.3		359.6

		町村		137		67.2		68.6		59.9		51.8		42.3		21.9		20.4		24.1		15.3		15.3		5.8		2.9		-		395.6

		〔性〕

		男性		634		63.9		62		59.1		48.4		48.3		21.1		17.5		12.8		18.8		8.2		6.8		3		-		369.9

		女性		798		63.7		63.5		57.1		51.5		45.6		28.1		20.8		19.3		13.4		7		5		4.5		0.5		380.1

		〔年齢〕

		18～29歳		111		36		27		64.9		30.6		49.5		17.1		68.5		16.2		25.2		8.1		6.3		1.8		-		351.4

		30～39歳		150		44.7		55.3		78		40		60.7		41.3		48		14		30.7		4.7		4		2		-		423.3

		40～49歳		219		52.1		65.3		68.9		43.8		54.3		40.2		28.8		17.4		28.3		6.8		7.8		2.7		-		416.4

		50～59歳		293		62.8		76.5		69.6		55.6		56.7		32.1		13		20.8		19.1		6.5		9.9		4.1		-		426.6

		60～69歳		238		70.2		76.9		57.6		53.8		43.3		22.7		7.6		19.7		10.5		8.8		5.9		8.8		0.4		386.1

		70歳以上		421		81		56.3		35.6		56.3		32.3		9.7		2.4		11.9		2.1		8.8		2.4		2.6		0.7		302.1
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